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調査概要 2

■調査背景及び目的

• 2019年10月に施行された「食品ロスの削減の

推進に関する法律※」第18条において「国及
び地方公共団体は、食品ロスの削減について、

先進的な取組に関する情報その他の情報を収

集し、及び提供するよう努める」とされてい
る。

• 今回の調査では、諸外国が取り組んでいる消

費者への効果的な普及・啓発事例や、食品ロ
ス削減に関する税制等の優遇措置及び法律に

よる規制等の現状等、諸外国における先進的

な事例調査を行い、我が国で同様の取組を導
入する際の課題等の整理を行った。

■調査項目

• 行政機関、事業者等が実施している食品ロス

削減に関する消費者への普及・啓発等の内容
及びその効果

• 行政機関、事業者等が実施している食品ロス

削減に関するテクノロジーの活用事例及びそ
の効果

• 食品ロス削減に関する政府の施策（税制上の

優遇措置や法規制など）及びその効果

• 食品ロスの状況（発生量、削減目標など、根

拠も含む）

■調査対象国

• アメリカ

• イギリス
• オーストラリア

• フランス

• ドイツ

■調査方法

文献調査及びヒアリング（オンライン）調査

※消費者「食品ロスの削減の推進に関する法律」
（https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/


１．各国の食品ロス・廃棄の状況 3

 本調査の対象5ヵ国はいずれも、国連の「持続可能な開発目標12.3」の目標に習い、2030年までに国の食品ロスの半減を目標としている。
この目標は2015年に設定されたものだが、各国が2015年比で2030年までに自国から排出される食品ロスの総量を半減しようとしている
わけではない。対何年比で食品ロスの総量を半減しようとしているかは国によって異なる。

国 名 概 要 内 訳

アメリカ

• EPA（米環境保護庁）は2018年に、米国の年間の事業者、家庭、国の機関などから出る食
品ロス・廃棄量は1.03億トンであると発表している。

• 2015年9月16日、USDA（米農務省）と、EPAは共同で、「2030年までに食品ロス・廃棄量
を半分にする」という内容の目標を掲げた。

• EPAの推計では、2010年に1人あたりの年間食品ロス・廃棄量は、平均218.9ポンド（約99
㎏）である。これを2030年までに109.4ポンド（約49㎏）にまで削減することを目標とし
ている。なお、推計にあたっては可食部と非可食部の区別はされていない。

• USDAの推計では、2010年の小売業及び一般消費者の年間食品ロス・廃棄量は、約1,330億
ポンド（およそ6,033万トン）と推計されている（EPA推計と同様に可食部と非可食部の
区別はされていない）。

(農家を除く事業者の食品ロスの内訳)
• レストラン・食品事業者（55.67%）
• 卸売・小売系事業者（20.28%）
• 学校・教育機関（10.90%）
• サービス事業者（6.88%）
• 食品製造者（5.13%）
• その他（1.13%）

イギリス

• 2018年時点で、イギリスの食品ロス・廃棄量（非可食部含む）は年間950万トンである。
このうち、可食部は640万トンとなっている。

• このうち、約70万トンが、製造、小売、食品サービスなどから慈善団体などを通して再
分配されて、人の食事及び動物の飼料、肥料に使われる。

• 2012年の食品ロス・廃棄量1,100万トンの半分、550万トンの削減を目標としている。

（非可食部を含む）
• 小売事業者・卸売事業者：30万トン(3％)
• サービス業・飲食店・製造業：110万トン(12％)
• 食品加工事業者：150万トン(16％)
• 一般家庭：660トン(70%)

オーストラ
リア

• DAWEの発表によると、食品ロス・廃棄による損失額は年間およそ366億豪ドルであり、毎
年、760万トンの食品ロス・廃棄が出ている（可食部・非可食部の区別なし）。

• これは、国民1人あたり、年間で312kgの食品を廃棄していることになる。

• 家庭からの食品ロス（34%）
• 生産者の食品ロス（31%）
• 食品加工業者の食品ロス（24%）
• その他の食品ロス（11%）

フランス

• フランス環境エネルギー管理庁（ADEME）の2016年5月の報告書、「食品ロスと廃棄物：
フードチェーンの各段階における現状とその管理 」によると、フランスの食品ロス・廃
棄量は1,000万トンに上るとされている（可食部・非可食部の区別なし）。

• これは、国民1人あたり、年間で150kgの食品を廃棄していることになる。

(農家を除く事業者の食品ロスの内訳)
• 消費段階（33%）
• 生産段階（32%）
• 加工段階（21%）
• 流通段階（14%）

ドイツ

• 2015年時点で、ドイツでは、年間およそ1,200万トンの食品ロス・廃棄が発生している
（可食部・非可食部の区別なし）。

• チューネン研究所の2015年の発表によると、加工部門が18％、一次産業が12％で、52％
は一般家庭が占めていると試算している。

• 一般家庭（52%）
• 加工（18%）
• 外食（14%）
• 一次産業（12%）
• 流通（4%）



２．消費者への普及・啓発等の内容
（１） アメリカ

4

名称 及び 概要

行
政
機
関

Food Loss and Waste 2030 Champions

• USDAとEPAは、「Food Loss and Waste 2030 Champions」という官民
連携のプログラムを実施しており、2030年までに事業者における食品
ロスを50％削減することを公約した企業を紹介している。

• 2022年1月時点で42社の企業が参画している。

シェアテーブル

• USDAのウェブサイトにはK-12※に向けた普及啓発が掲載されている。
その中の1つに「Create share tables」がある。

• アメリカの学校は、全生徒に対して給食を提供することが義務化され
ているが、生徒が苦手な食品を食べ残すことにより、食品ロスが発生
しており、USDAはこういった現状に対する対策として、予め自分が食
べない食品を「シェアテーブル」に戻し、他の生徒がシェアテーブル
にある食品を自由に取ることができる仕組みを構築した。

事
業
者
等

スーパーマーケットの取組

• 米大手スーパーマーケットチェーンKrogerは、2018年に世界自然保護
基金(World Wildlife Fund)と共に、食品ロスの測量の方法を作った。

• 小売の業界では、在庫の売れ行き予測ができるソフトウェアを導入し
ているスーパーマーケットもある。他の店のプロモーション内容や天
気などの様々な情報から、その日やその週の売れ行きを予測し、無駄
の少ない適切な仕入れの量をAIで分析することができる。その結果、
食品ロスを減らすことができる。

フードバンクの取組

• フードバンクが設立された当初は主にパンやペットボトル飲料などの
食材を扱っていたが、ここ20年間で肉や野菜などの生鮮食品を多く扱
うようになった。

• その背景として、これまで提供していた小売店やスーパーマーケット
等の保存技術の向上や売り上げのより精度の高い事前予測技術の導入
等、食品管理が効率的になり、寄附できる量が減ったことが挙げられ
る。そこで、食材を調達する場所を増やす必要性が高まり、より健康
によい生鮮食品を仕入れることになった。

■Food Loss and Waste 2030 Champions参画企業

出典： DC FOOD PROJECT

■Share tables

※K-12とは、幼稚園から始まり高等学校を卒業するまでの13年間の教育期間を指す。



２．消費者への普及・啓発等の内容
（２） イギリス
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名称 及び 概要

行
政
機
関

国の食品ロスのロードマップ

• 2017年～2018年に、NGO団体のWRAPと小売市場を専門とする市場調査
会社IGD (Institute of Grocery Distribution)が、共同でUK Food
Surplus and Waste Measurement and Reporting Guidelinesを作成し
た。

• このガイドラインでは、様々な産業分野における食品ロス削減のロー
ドマップを提示している。このロードマップに企業がサインすると、
企業は、食品ロス削減の各々の目標値をWRAPと共に設定する。基本的
な目標は、2030年までに自社から出る食品ロスを50％削減することで
ある。

普及の大きな取組

• 「Courtauld Commitment 2030」は、全英の食品チェーンから農家ま
でをつなぐ、食品ロス、温室効果ガス、水の汚染などの削減を目的と
した、自主的な参画を基本とする協定である。目標値は2030年までに、
イギリスの食品ロスを2007年の半分の量にする。

• Love Food Hate Wasteは、WRAPが始めたイギリス全土を主に対象とし
た、食品ロスを削減するための国のキャンペーンである。設置された
ウェブサイトを通して、一般消費者向けに食品ロスを減らすための、
さまざまな取組やアイデアが文章や写真などを使って紹介されている。

事
業
者
等

OLIO

• イギリス初の食品ロス対策アプリ。食品を廃棄予定の人が、その食品
を撮影した画像をOLIOのアプリに投稿し食品の簡単な説明を添えると、
それを欲しい人がアプリ上でメッセージを送ってくる。場所を指定し
て食べ物が受け渡される。

The Guardians of Grub

• WRAPは、飲食店など向けに、食品ロス対策のテクニックなどを紹介す
る「The Guardians of Grub」というウェブサイトを開設している。

• 事例研究のページでは、「The Guardians of Grub」のメンバーとな
り、店の食品ロスを大きく削減することに成功した事例を紹介してい
る。カンブリアという行政区画にある店「THE SHIP INN」では、72％
の食品ロスの削減に成功した。

■Love Food Hate Waste

出典：WRAP

出典：North Yorkshire County Council



２．消費者への普及・啓発等の内容
（３） オーストラリア
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名称 及び 概要

行
政
機
関

NATIONAL FOOD WASTE STRATEGY

• 国の食品ロス対策の基本的なテーマの表明：食品ロスの総量、削減目
標、対象となる分野を特定する。食品ロスを削減するための自主的な
取組を確立する。食品ロスの転用をサポートする法律を整備する。

• 改善すべき領域を特定する。食品ロス対策に効果的なテクノロジーを
特定する。食品ロス対策を進めるために効果的な団体や個人のコラボ
レーションを促進する。企業の業務の中に食品ロス対策の施策を導入
していく、といった試みを進めている。

Food Rescue Sector Action Plan

• オーストラリアでは、国が「Food Rescue Sector Action Plan」を掲
げており、主要なフードバンクが集まり、連携方法を模索し、より活
動を円滑に行うためのネットワークづくりを行っている。

• こうした活動は「National Food Waste Strategy」や「National
Food Waste Strategy Feasibility Study」といった報告書にまとめ
られ、一般に公開されている。

事
業
者
等

Fight Food Waste CRC

• Fight Food Waste CRCは、食品に関する研究及び食品業界のネット
ワーク構築を目的とした非営利団体であり、オーストラリア全土で活
動している。

• 様々な産業の企業が複数集まり、共同研究としてアイデアを共有する
場を作る。様々なテーマを織り込んで調査を行うことで、意義深い実
践向きの研究をすることができる。

「Use It Up」テープ

• 国内最大のフードバンク「OzHarvest」が発明した一般消費者向けの
テープ。テープには「Use up」「Eat me up」「Pick me」「Cook
me」など様々なメッセージが書かれている。これを食品に貼ることで、
消費する優先順位が明確になる。

■OzHarvest

出典：OzHarvest

出典：OzHarvest



２．消費者への普及・啓発等の内容
（４） フランス
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名称 及び 概要

行
政
機
関

（事業者向け）食品ロス反対ラベル

• 仏エコロジー移行省が中心となり進めている取組。申請のある飲食店
の食ロス対策度を審査して、食ロス対応ができている度合いを3段階
で評価し、その結果をラベルにして対象の飲食店に付与する。飲食店
は店頭やメニューやウェブサイトに表記することができる。

国の普及活動

• 2016年5月26日、フランス環境エネルギー管理庁（ADEME）と環境・エ
ネルギー・海洋省は、ici Barbès社とともに、フードチェーンすべて

の関係者（個人および専門家）に向けて、それぞれのレベルで食品ロ
スの対策に取り組むことを奨励する全国メディアキャンペーンを実施。

• 国連によって提案された食品ロスと廃棄に関する啓発を目的とした国
際デー（9月29日）に合わせ、フランスでは子供から大人まで広く食
品ロス削減に対する意識を高めるため、一連のキャンペーンを実施。

• ハッシュタグやツイッター、フェイスブックの専用ページを設置。ま
た、有名な童話（白雪姫のリンゴやシンデレラのかぼちゃの馬車な
ど）をもじったビジュアルとそのポストカードを作成し、農業・食料
省のサイトから誰でもダウンロードできるようにしている。

事
業
者
等

（一般消費者向け）食品ロス反対ラベル

• 大型スーパーのカルフールには、見た目の良くない製品を取り扱うラ
ベルがある。2016年1月にフランス北東地域のスーパーにてこのラベ
ルが付与された朝食用シリアルが初めて入荷された。

• 食品ロスを減らすために、卵ケース内で卵が割れてしまった場合、割
れていない残りの卵を1個ずつ販売できるスペースを設置。目標は
「毎年350万個の卵を廃棄から救うこと」。すでに2021年9月の時点で
約30店舗においてテストが実施された 。

Banques alimentaires（フランスフードバンク）

• 1984年に設立されたフランス初のフードバンク。79のフードバンクと
7,000人以上のボランティアが大手小売業者、農家、食品業者から食
品を回収し、6,011のパートナー協会などを通して食料を配布してい
る。

■食品ロスと廃棄に関する啓発の国際デー

■カルフール社 - 食品ロス反対ラベル



２．消費者への普及・啓発等の内容
（５） ドイツ
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名称 及び 概要

行
政
機
関

Zu gut für die Tonne（Too Good for the Bin）

• 2012年以降、連邦食糧農業省は食品ロスを削減するためのキャンペー
ン「「Zu gut für die Tonne」（「Too Good for the Bin」）を展開

している。
• このキャンペーンは連邦政府と各州が食品ロスに関する情報発信を行

い、関係者が行っている取組についての発表を働きかけ、食品ロス問
題への関心を高める施策を行っている。

対話フォーラム

• 連邦内閣は2019年2月、食品ロス削減のための国家戦略である
「National Strategy for Food Waste Reduction（国家戦略 食品ロ
ス削減の取組）」を採択した。

• この戦略では、食品サプライチェーンの全てのステップに（一次産業、
加工、卸売り・小売り、外食産業、一般家庭）、セクター毎の対話
フォーラムと、包括的な全国対話フォーラムを設立した。

共
同

REIFプロジェクト

• フラウンホーファー研究機構の鋳造・複合・加工技術研究所IGCVは、
パートナーと協力して食品廃棄への対策を講じている。人工知能を活
用し、機械学習の手法により、販売計画や生産計画、プロセスやプラ
ント制御システムを最適化する。

• REIFプロジェクトでは主に傷みやすく廃棄量が多くなりがちな乳製品、
パン、肉に焦点を当て、過剰生産を抑え食品ロスを回避するために、
サプライチェーン全体に人工知能を適用し、生産と消費データから、
最適な生産計画を行うことができる。

事
業
者
等

食の大切さを伝えるプログラム

• ドイツのフードバンク「Berliner Tafel e.V.」は、使用されなく
なった電車やバスに子供たちを招待し、調理実習を行うプログラムを
開催している。

• 冬にはキッチン付きのトラックで学校や幼稚園を訪問する。キッチン
付きの電車もあるため、そこに来てもらって教えることもある。頻度
は予約状況によるが、週に3～5回ほど開催している。

■Zu gut für die Tonne（Too Good for the Bin）

■REIFプロジェクト



３．税制等の優遇措置及び法律による規制等 9

 食品ロス対策に関して、法整備や税制優遇措置を設けている国と設けていない国がある。

 各国の専門家へのヒアリング調査では、今年から米カリフォルニア州で使われ始めた「SB1383」という州法に注目が集まっていることが
明らかになった。これは、食品系事業者に対して一定量の食品の寄附を義務付けるものである。

国名 税制優遇措置 法律

アメリカ

• アメリカでは、各州が食品ロス削減に貢献するさまざまな
税制優遇措置を設置している。

• （例）「COLO. REV. STAT. § 39-22-536」コロラドでは、
納税者は穀物、果物、野菜といった農作物や、家畜、卵、
乳製品などを非営利の慈善団体に寄附する場合、卸売価格
の25％、最大年間5000ドルまで、税制控除を受けることが
できる。

• 「SB1383」はカリフォルニアの新しい州法で、2016年に可決されて2022年から
施行されている。この法律は、生産した食品のうち75％の食品は廃棄してはい
けないという内容であり、廃棄ではなく堆肥や家畜の飼料などに効果的に使用
しなければならない。また、食品の一定量の寄附を義務付けている。

• カリフォルニア州の廃棄物やリサイクルを管理するDepartment of Resources
Recycling and Recovery (CalRecycle)によれば、SB1383は、州全域の温室効果
ガスと食品ロスを削減することを主たる目標とした取組である。

イギリス

• 「Corporation Tax Act 2010、Charities Act」という法人
税法があり、慈善団体への寄附は非課税で、ソフトドリン
クやアイスクリームを含む菓子類に関しても同様に寄附は
非課税となる。

• 免責の制度として、寄附された食品を食べた第三者が身体に異常をきたした場
合、寄附した者を保護する「Social Action, Responsibility and Heroism
Act」が存在するが、地域の慈善団体と、実際に支援した個人などとの間で問題
が起こった場合が主眼であり、企業からの食品寄附を促進する効果は薄いと言
われている。

• 英国では、これまで、法令ではなく自主的取組を官民共同で進める仕組みを政
策的に後押ししているため、特段の法令が無かった 。

オースト
ラリア

• 食品ロスに特化した税制優遇措置はないが、「Income Tax
Assessment Act 1997」がある。下記要件を満たす場合、一
定の税控除が認められる。〇オーストラリア税務局ATOに承
認された慈善団体や非営利団体への寄附であること〇所得
税法上の贈与に相当するもの〇寄附者の流通在庫であり、
通常業務の範囲外で扱われるもの〇寄附される前の12ヵ月
の間に購入されたもの〇5,000豪ドル以上の価値に相当する
もの

• オーストラリアには、善きサマリア人の法に相当する、寄附した食品によるト
ラブルから寄附した者を守る免責制度が存在するが、州によって異なる根拠法
で整備されている。

• (例)南オーストラリア州(SA)の根拠法は「Civil Liability (Food Donors and
Distributors) Amendment Act 2008」

フランス

• 「一般税法第238条の2」所得税や法人税の課税対象となる
企業が食品などの現物出資を行った場合、金銭出資と同様、
売上高の0.5％を限度として、出資額の60％まで減税され、
5会計年度繰り越しが可能。欧州の飲料メーカーやフランス
の大手スーパーが実践している。

• Loi Garot（食品ロス対策に関する法律【Garot法】）400㎡以上の食品店に対し
て、まだ消費可能な売れ残り食品の回収に関して、フードバンク等に寄附を提
案する義務が課せられる。

• 賞味期限切れ等の理由による商品廃棄を禁止した。
• 事前に契約した市民団体に寄附するか、肥料や飼料として再利用することが求

められる。

ドイツ • ドイツには食品ロスに関する法律は存在せず、食品ロスの削減に関する取組は自主的な活動という位置づけになっている。また税制優遇もない。
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国名 名称 及び 概要

アメリカ

「Shelf Engine」売上予測から在庫量を適正化する技術

• AIで飲食店や小売店のその日の売り上げを事前予想するサービス。店舗側は、その予想に合った量の食材だけを用意する。
• 顧客となる店舗は、Shelf Engineのシステムに店舗の様々なデータや情報を入力する。すると、これまでのセールスデータ、近隣の

イベント開催、トレンド情報、天気、休日、近隣の学校などのスケジュールなどを考慮し、1週間分の売行や必要な在庫量を伝えてく
れる。

イギリス

「Tenzo」食品廃棄量を測量する技術

• Tenzoが提供するプラットフォームに、飲食店は毎日の売上やメニューの内容を含め、様々なデータを入力すると、AIが天候やトレン
ドや過去の売上などを元に、売上予測を提供してくれる。

• この予測は人間の行う予測よりも50％ほど的中率が高い。飲食店事業者はこのAIの売り上げ予測に基づいて必要な食材などを発注で
きるので、結果的に食品ロスを減らすことができる。

オーストラリア

「Goterra」食品ロスを堆肥に変える技術

• Biological Services (MIBs)のモジュールインフラストラクチャを提供している。
• 内部が一定の環境に整えられたコンテナの内部に、大量のハエの幼虫が入れられており、ここに生ゴミを投入すると、12日間で肥料

等が生産できる。

フランス

「Phénix」廃棄食品の安売り、転売、寄附サポートの技術

• 食品の寄附をデジタル化するためのソリューション。まず、大規模な食料品店のために、在庫管理と再流通のソリューションを提供
している。また、一般消費者向けのスマートフォンのアプリも提供しており、ユーザーはアプリを通して、購入の見込みのない食品
等を低価格で購入することができる。現在250万人のユーザーを抱えている。目的は食品ロス対策（12万食/日）である。

• 2014年、パリで設立され、2018年に1500万ユーロを調達。2021年にイタリアの競合社であるMyFoodyを300万ユーロで買収した。

ドイツ

「SIR PLUS」廃棄処分対象食品のオンラインスーパーマーケット

• 食品ロスとなりそうな食品を販売するオンラインスーパーマーケットで、ドイツ全土に配送可能。700を超える食品メーカーやロジス
ティックス、卸売業者から賞味期限切れ間近あるいは過ぎたものや、規格外のために捨てられそうになっているものを専門に販売す
る。

• フードバンクの活動を補完する位置づけの活動で、大量の商品や珍しい製品、アルコールなどフードバンクが引き取らないものを取
り扱う。
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 本調査では各国の専門家に12名に対してヒアリング調査を行った。

 対象者は主に行政機関、有識者、事業者、フードバンク等である。各国の食品ロスの状況や普及啓発の取組、法制度や税制優遇措置など
について伺った。

国名 個人名 ・ 団体名 カテゴリ ヒアリングの概要

アメリカ

Jean C. Buzby - USDA Food Loss and Waste Liaison 行政機関 USDAと国の食品ロス対策について

Dana Gunders - Former Senior Scientist, Food & 
Agriculture Program, NRDC, Executive Director, ReFED

有識者 国、企業、フードバンクなどの食品ロス対策について

イギリス

Dr Richard Swannell, International Director at WRAP 有識者 国、企業、フードバンクなどの食品ロス対策について

Anne-Charlotte Mornington, Head of Impact, OLIO 事業者 OLIOのサービスの内容や食品ロス対策について

オーストラリア

David Pearson Professor, Social Marketing, School of 
Business and Law, CQ University Australia

有識者 国、企業、フードバンクなどの食品ロス対策について

Ronni Kahn AO, CEO & Founder, OzHarvest フードバンク 国、企業、フードバンクなどの食品ロス対策について

フランス

Maïwenn L'HOIR - Chargée de mission lutte contre le 
gaspillage et la précarité alimentaires - alimentation 
durable, MINISTÈRE DE L'AGRICULTURE ET DE L'ALIMENTATION

行政機関 仏農務省と国の食品ロス対策について

Catherine CONIL - Ministère de la Transition écologique, 
CGDD

行政機関 仏エコロジー省の食品ロスの取組について

ドイツ

Dr. Thomas Schmidt, Scientist, Thünen Institute 有識者 国、企業、フードバンクなどの食品ロス対策について

Sabine Werth, Founder, Berliner Tafel e. V. フードバンク フードバンクの取組について

日本

成田賢一、FoodSharing Japan、創立者 フードバンク フードバンクの取組について

前川行弘、認定NPO法人セカンドハーベスト名古屋、理事長 フードバンク フードバンクの取組について


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12

